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第三者割当により発行される株式及び第3回新株予約権の募集に関するお知らせ 

 

当社は、平成24年11月12日開催の取締役会において、下記のとおり第三者割当により発行される株式（以下、「本新株

式」という。）及び第三者割当により発行される第 3 回新株予約権（以下、「本新株予約権」という。）の募集を行うことに

ついて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．募集の概要 

＜本新株式の概要＞ 

（１） 発 行 期 日 平成24 年11 月29 日 

（２） 発 行 新 株 式 数 当社普通株式 1,611,000 株 

（３） 発 行 価 額 １株につき 31 円 

（４） 調 達 資 金 の 額 49,941,000 円（差引手取概算額43,141,000 円） 

（５） 
募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、株式会社アクトオオスギに 322,000 株，個人投資家北川博文氏

に 645,000 株，山田芳剛氏，松岡純孝氏にそれぞれ 322,000 株を割当てます。 

（６） そ の 他 前各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。 

 

＜本新株予約権の発行概要＞ 

（１） 発 行 期 日 平成24 年11 月29 日 

（２） 新 株 予 約 権 の 総 数 1,279 個 

（３） 発 行 価 額 総額3,863,859 円（新株予約権１個当たり 3,021 円） 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
12,790,000 株 

（５） 資 金 調 達 の 額 

438,723,859 円 （差引手取概算額432,323,859 円） 

（内訳）新株予約権発行分    3,863,859 円 

新株予約権行使分 434,860,000 円 

（６） 行 使 価 額 １株当たり 34 円 

（７） 
募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当の方法により、新株予約権を Oak キャピタル株式会社に 1,134 個（対象新株は

11,340,000 株）、並びに太原正裕氏に 145 個（対象新株は 1,450,000 株）を割当てます。 

（８） そ の 他 
・期限前取得条項 

・前各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。 

（注）本新株予約権の特徴 

本新株予約権は、新株予約権の行使価額と対象株式数を固定することにより、既存株主の皆様の株主価値の希薄化の

抑制を図ることを目的として設定されており、以下の特徴があります。 

①行使価額及び対象株式数の固定 

本新株予約権は、昨今その商品設計等について市場の公平性や既存株主への配慮といった観点からの懸念が示される
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価格修正条項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なり、行使価額及び対象株式数の双方が固定されていることから、

既存株主の皆様の株主価値に配慮したスキームとなっております。発行当初から行使価額は 34 円で固定されており、将来

的な市場株価の変動によって行使価額が変動することはありません。また、本新株予約権の対象株式数についても発行当

初から 12,790,000 株で固定されており、将来的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。 

なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、行使価額及び対象株式数の双方が本新株予約権の発行要項に従

って調整されます。 

② 取得条項 

本新株予約権には、以下に記載のとおり、一定の条件のもとで、一定の手続を経て、当社が本新株予約権を、1 個当たり

払込金額で、本新株予約権の全部又は一部を取得することができる旨の取得条項が付されております。 

かかる取得条項により当社は、事業戦略の進捗次第で将来的に資金調達ニーズが後退した場合、又はより有利な他の資

金調達手法が確保された場合には、その判断により取得条項に従い本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は

一部を取得することができ、また、本新株予約権の行使促進にも繋がり、本新株予約権の発行後も資本政策の柔軟性を確

保することができます。 

※期限前取得条項 

本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が 20 取引日連続して、当

該取引日に適用のある行使価額の 180％を超えた場合において、当社取締役会が取得する日（以下、「取得日」とい

う。）を定めた場合、当社は、当該取得日の２週間前までに本新株予約権者に対する通知又は公告を行うことにより、当

該取得日において本新株予約権を 1 個あたり発行価額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を

取得することができる。なお、本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法として当社取

締役会が決定する方法により行うものとする。 

 

２．募集の目的及び理由 

今年度のわが国経済は、昨年発生した東日本大震災の影響から抜け出し、徐々に明るさが見え始めて来ていましたが、欧州

危機に端を発した海外市場の減速、中国リスクの問題などあり、先行きの不透明感が増してきている状況となっております。これ

に対し、当社グループは前期まで 5 期連続赤字となるなど厳しい経営状態が続いておりましたが、昨年末より実施しております

構造改革の成果が徐々に出始め、当第 3 四半期連結決算は売上高 4,815 百万円、営業損失 26 百万円と、昨年同期売上高

4,753 百万円、営業損失 397 百万円から、売上高は微増ながら、営業利益は大幅に改善しました。今後も引き続き経営改革を進

め、今期末は 6 期ぶりの黒字決算を見込んでおります。 

今後も更なるコストダウンを進めてまいりますが、将来にわたり安定した利益を上げ、また更なる発展を目指すためには、国内

企業のみならず海外企業とも十分競争して行けるだけの新製品を開発していくことが必要であると認識しております。更に、文具、

ロボットに続く、今後当社の中核となる新たな 3 つめの事業が必要であると考えております。 

 

（ロボット機器事業の展開） 

ロボット機器事業におきましては、注力してきました中国市場において経済に減速感が見られるものの、経済発展による人件

費の高騰や品質向上の要求により人手を要する工程をロボット化するニーズは強くなってきており、活発な引き合いが寄せられ

ています。その他の新興各国においてもこの傾向は変わらず、経済発展に伴って、自動化ロボットの需要が拡がっていくものと

思われます。これらの需要を受注につなげていくため、昨年より、連結子会社である写楽精密機械（上海）有限公司において製

造を開始した低価格射出成形機用取出ロボット「ＲＺ－Ｘ」機を、廉価版だけではなく高機能版までシリーズ化し、幅広いニーズ

に応えて行けるようにしていきます。取出機本体構造部品をはじめ、ユーザーインターフェースであるコントローラー、タッチパ

ネル、多彩な動作を実現するコントロールボード、使いやすさ・わかりやすさに着目したオペレーションソフトの開発を進めてい

きます。同時に、ユーザーに安心して取出機を使ってもらうため、海外サービス体制を充実させ、お客様に安心して使用してい

ただける体制作りを進めていきます。 

 

（文具事業の展開） 

文具事業におきましては、少子化の影響やデジタル機器の普及などにより、国内市場が停滞を続ける厳しい環境の中、昨年

より、経費削減、不採算製品の絞り込み等による部門損益の改善に取り組んでまいりました。その結果は徐々に現れてきていま

すが、今後さらなる成長につなげていくためには、魅力的な新製品を開発していくとともに、生産性向上のための設備投資を実

施していくことが重要です。そのために、新製品としては、安定した売上の見込めるギフト市場を中心に、魅力的な新製品を投入

 

2 
ご注意：この文書は、当社が第三者割当により発行される株式及び第三者割当により発行される新株予約権の募集に関して一般に公表

するためのものであり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。 



して行きます。また、基幹システムの更新、主力工場である天応工場の設備投資を行います。さらには、コストダウン並びにユー

ザーサービスの充実のための戦略的物流システムの構築を行います。 

 

（デジタルコンテンツ事業と電子文具事業の展開） 

今後当社の取り組みとして、デジタルアーカイブ事業、デジタルカタログ事業などのデジタルコンテンツ事業を、新たな中期

的な育成分野と定め、システム開発を進めてまいります。国内筆記具事業は、中長期的に高い成長が見込むのが難しい状況に

あります。パソコン、プリンターの普及、さらにはスマートフォン、タブレットなどデジタル機器の普及により、オフィスでもプライベ

ートでも文具という概念が大きく変わりつつあります。そんな中、「電子文具市場」が新たな市場として注目を集めています。また、

国内の学校ではタブレットを使用したデジタル教科書等が検討されるように、文具ばかりでなく教材についても、デジタル化の

流れが大きく進みつつあります。「音声ペン」により電子文具に参入した当社は、今後さらに拡大していくスマートフォンやタブレ

ット市場に対応するデジタルコンテンツ市場に本格的に参入いたします。当計画のデジタルアーカイブ、デジタルカタログなど

のデジタルコンテンツ事業は、「記録する」「保管する」「閲覧する」といった筆記具の機能をデジタルに置き換えていくものであり、

これに対応できる機能的な電子文具類の早期の商品化を当社の経営戦略の柱として取り組む考えです。 

 

当社が、黒字化を達成し、更には中期的な成長を達成するためには、上述のような設備投資・開発投資を実行することが不可

欠でありますが、当社は十分な資金を有しているとは言えず、早期に資金調達を行う必要があります。 

当社は一昨年から昨年にかけて第 1 回、及び第 2 回新株予約権を発行しましたが、その後に発生した大震災、原子力発電

所の事故、ヨーロッパ信用不安などによる景気の低迷もあって、当社の業績も低迷を脱することができず、その結果、株価も行使

価格を下回る場合が多かったことから、下記のように新株予約権の行使が進みませんでした。このため、当初予定していた投資

案件は実行できなかったものが多く、現在に至っております。 

 

（第1 回新株予約権による資金使途） 

ロボット機器事業の新アイテム開発費 63百万円  

ガラスディスクの販売拡大費用 52百万円  

天応工場の生産性向上のための設備投資 61百万円  

音声ペン・どこでもシート・アドシートの新コンテンツ仕入 95 百万円 

社員研修・教育費 16 百万円 

合計682 個 （287 百万円） 

残数271 個（約113 百万円） 

（第2 回新株予約権による資金使途） 

該当はありません。 

 

しかしながら、今年度につきましては、構造改革による業績の大幅な向上をはたしつつあり、来年度につきましても、この経営

改善を実施しながら、一方で新製品開発ならびに新規事業を実施し、業績の上積みを果たしていくことで、企業価値の向上を実

現していけるものと確信しております。 

資金調達にあたっては、当社の財務状況から銀行借入れの増加は困難であるため、直接金融での資金調達を行うことといた

しました。直接金融による調達手段には、公募増資、株主割当での発行という方法も有りますが、当社の状況や昨今の金融情勢

等を考慮すると必要な資金を入手できる可能性は少ないと考えられることから、これらの方法による資金調達手法の採用は見送

り、一方、第三者割当による資金調達は機動的な資金調達方法であることから、この第三者割当による新株式の発行で資金調達

を模索することといたしました。新株式を約 5 千万円、新株予約権を約 4 億 4 千万円の比率といたしましたのは、当面の開発投

資に必要な資金 5 億円を調達するにあたり、すべて新株式発行でまかなうことは、調達面で難しく、また、株式の希薄化の点で

望ましくないと考え、新株予約権の発行による資金調達の併用ならば、この点が解決できると考えたためであります。新株式の発

行による資金を元に、優先的に取り組みたい新規開発、新事業を行い、当社業績を向上させた後、株価が上昇して新株予約権

の行使が行われる計画とすることで、株式の希薄化に配慮しつつ、必要な資金を調達していくこととしました。 

かかる判断のもとで、今般、当社の将来の発展を目的とする、設備投資・開発費の資金を資金使途とする本新株式及び本新

株予約権の発行による総額約5 億円の資金調達を決定いたしました。 

本件資金調達により、株式の希薄化の点では既存の株主の皆様には不利益となることが考えられますが、今後の事業展開に

より収益を高めることで、既存株主の価値を大きく高めてまいりたいと考えておりますので、引き続きご支援とご鞭撻を賜りますよ
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う、よろしくお願い申し上げます。 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

調達する資金の総額 488,664,859 円 

内訳  （株式発行による調達額） 49,941,000 円

（新株予約権の発行による調達額） 3,863,859 円

（新株予約権の行使による調達額） 434,860,000 円

 

発行諸費用の概算額 13,200,000 円

内訳（コンサルティング報酬） 6,100,000 円

（割当先調査費用） 2,800,000 円

（価格算定費用） 700,000 円

（登記費用） 2,100,000 円

（その他費用） 1,500,000 円

 

差引手取概算額 475,464,859 円

(注)  １．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．本新株予約権の行使期間中に行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、上

記差引手取概算額は減少いたします。 

３．優成コンサルティング株式会社との間でコンサルティング契約（以下、「本契約」という。）を締結しており、本契約によ

り当社が委託する業務は、資金調達に関する実務支援などであります。上記に記載した発行諸費用の総額には、同

社が行う資金調達に関する実務支援業務の対価として本契約に規定されている額を含めて記載しております。なお、

本契約のうち、本新株予約権にかかる報酬額は 2,200 千円であり、この報酬額につきましては、新株予約権の行使が

発生する都度、支払う契約となっております。 

４．発行諸費用は、新株発行と新株予約権発行の双方に関して発生した費用でありますが、按分が困難である費用（実

務支援業務報酬及びその他費用）については、新株予約権発行に計上しております。新株発行と新株予約権発行に

係る差引手取概算額は次のとおりであります。 

払込金総額（円） 発行諸費用概算額 差引手取概算額 

新株式 49,941,000 円 6,400,000 円 43,141,000 円

新株予約権 438,723,859 円 6,800,000 円 432,323,859 円

計 488,664,859 円 13,200,000 円 475,464,859 円

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期は以下のとおりです。 

今回行う資金調達については、本新株式の発行価額の総額 49,941,000 円に加えて、平成 24 年 11 月 12 日（月）開催の当社

取締役会において決議された、本新株予約権の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を

合算した金額 438,723,859 円と合わせて、総額 488,664,859 円となります。発行にかかる諸経費、約 13,200,000 円を差し引いて、

475,464,859 円が手取概算額となります。 

 

（本新株式） 

本新株式による資金調達の使途につきましては、文具事業について、ボールペンの新商品開発及びその生産設備への投資

に 12 百万円、ロボット事業につきましては、主力の射出成形取出ロボットの新製品開発に 12 百万円の投資を予定しております。 

また、新規事業であるデジタルコンテンツ事業としては、デジタルアーカイブ事業のためのシステム開発及び販売に 10 百万

円、スマートフォン・タブレット端末向け高性能タッチペン（スタイラスペン）の開発及び販売に 10 百万円を予定しています。 
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（本新株予約権） 

本新株予約権による資金調達の用途としては、ロボット事業の中国他海外市場の開拓に 50 百万円、青梅工場及び上海工場

の生産性向上のための設備投資に 50 百万円を実行していきます。注力しているデジタルコンテンツとしては、デジタルカタログ

事業のためのシステム開発及び販売に 10 百万円、電子マニュアル事業に 10 百万円、ニーズが高まってきている電子郵便事業

に 10 百万円、教育分野向け音声ペンのコンテンツ開発 20 百万円を実施していきます。第 2 回新株予約権の目的であったガラ

スディスクの販売、タッチ de リモコンの開発、及びおしゃべり写真サービスの開発につきましては、時期を逸したこともあり、投資

対象から除くことといたしました。 

また、行使状況を見ながら、先送りしていました文具事業の文具事業基幹システムの高度化に 90 百万円、天応工場の生産性

向上のための設備投資 100 百万円を実施して、生産性の更なる向上を目指します。さらには、コストダウン並びにユーザーサー

ビス体制充実のための戦略的物流システムの構築に 90 百万円の投資を実行してまいります。 

 

なお、調達された資金は支出されるまでは銀行預金とし、安定的に管理してまいります。 

 

(3) 調達する資金の支出予定時期 

（新株式） 

想定している使途 想定金額 想定支出予定時期 

ロボット事業 取出ロボット新製品開発 12 百万円 平成24 年12 月～平成25 年6 月 

文具事業 ボールペン新商品開発及び生産設備 12 百万円 平成24 年12 月～平成25 年6 月 

デジタル 
コンテンツ 

デジタルアーカイブ事業のためのシステム開発 
及び販売 

10 百万円 平成24 年12 月～平成25 年6 月 

デジタル 
コンテンツ 

スマートフォン、タブレット端末向け高性能 
タッチペン（スタイラスペン）の開発及び販売 

10 百万円 平成24 年12 月～平成25 年6 月 

（新株予約権） 

 想定している使途 想定金額 想定支出予定時期 

ロボット事業 中国他海外新市場の開拓及び販売拡大 50 百万円 平成25 年3 月～平成25 年9 月 

デジタル 
コンテンツ 

デジタルカタログ事業のためのシステム開発 
及び販売 

10 百万円 平成25 年3 月～平成25 年9 月 

音声ペン 
音声ペン事業拡大のためのコンテンツ開発 
及び販売 

20 百万円 平成25 年3 月～平成25 年9 月 

デジタル 
コンテンツ 

電子郵便事業のためのシステム開発 
及び販売 

10 百万円 平成25 年3 月～平成25 年9 月 

デジタル 
コンテンツ 

電子マニュアル事業のためのシステム開発 
及び販売 

10 百万円 平成25 年 7 月～平成27 年9 月 

ロボット事業 
青梅工場及び上海工場の生産性向上の 
ための設備投資 

50 百万円 平成25 年 7 月～平成27 年9 月 

文具事業 文具事業基幹システムの高度化 90 百万円 平成25 年 10 月～平成27 年9 月 

文具事業 天応工場の生産性向上のための設備投資 100 百万円 平成25 年 10 月～平成27 年9 月 

文具事業 物流コスト削減のための設備投資 90 百万円 平成25 年 10 月～平成27 年9 月 

（注）新株予約権につきましては、全数行使されない可能性がありますが、その場合、上記事業の並び順が、事業の優先順位

を示しています。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社では、このたび調達する資金を開発資金・設備投資に充当し、収益性の向上による業績向上及び財務体質の強化を行う

ことが、中長期的な視点からも株主価値の持続的な拡張につながり、かかる資金使途は合理的であると判断しております。その

結果、今回の資金調達は既存株主の皆様の利益に資するものと考えております。 

 

5 
ご注意：この文書は、当社が第三者割当により発行される株式及び第三者割当により発行される新株予約権の募集に関して一般に公表

するためのものであり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。 



５．発行条件等の合理性 

（１）発行価額等の算定根拠及びその具体的内容 

本新株式の発行価額は、割当予定先との協議の結果、本件第三者割当に係る取締役会決議日の直前営業日である平成 24

年 11 月 ９日の東京証券取引所第二部市場における当社普通株式の終値 34 円より 7％ディスカウントを勘案し少数点以下切り

捨てをおこなった 31 円（実質ディスカウント率 8.82％）といたしました。本新株式の発行価額の決定につきましては、当社の業績

動向、財務状況、株価動向等を勘案し、割当予定先と協議した上で総合的に判断いたしました。 

なお、本新株式の発行価額の当該直前営業日までの１ヶ月間の終値平均 33.83 円に対する乖離率は△8.37％、当該直前営

業日までの３ヶ月間の終値平均 34.94 円に対する乖離率は△11.28 ％、当該直前営業日までの６ヶ月間の終値平均 35.62 円に

対する乖離率は△12.97 ％、となっております。 

本新株式の発行価額の算定方法について、取締役会決議日の前日終値としましたのは、平成 24 年 11 月 8 日付けの「平成

24 年 12 月期第 3 四半期決算短信」発表後に形成されている株価が、直近の市場価格として、当社の株式価値をより適正に反

映していると判断したからであります。かかる発行価額につきましては、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する

指針」にも準拠しております。 

以上のことから当社では、本新株式の発行価額は、適正かつ妥当な価額であり、有利発行には該当しないものと判断いたし

ました。この判断に基づいて、当社取締役会では、このたび調達する資金を設備投資・開発資金に充当し、収益性の向上による

早期の業績回復及び財務体質の改善という今回の資金調達の目的、他の調達手段の選択肢を考慮するとともに、本新株式の発

行条件について十分に討議、検討を行い、出席取締役全員の賛成により本新株式の発行につき決議いたしました。 

また、本新株予約権の発行価額は、独立した第三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社（東京都千代田

区）に依頼して、本新株予約権の発行要項及び割当予定先との間で締結する予定の本新株予約権の総数引受契約に定められ

た諸条件（行使価額、当社株式の市場売買高及び株価、権利行使期間、株価変動性、金利、取得条項、リスクフリーレート、配当

率等）を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として算定した結果を踏まえ、本新株予

約権１個当たりの発行価額を算定価格と同額の 3,021 円といたしました。本新株予約権の発行価額は、第三者機関からの算定結

果報告書から、算定に係る前提条件及びその算定方法について適正なものであることを確認いたしました。 

さらに、本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の特徴、当社の株価を鑑み、割当予定先との協議の結果、本件第三者割

当に係る取締役会決議日の直前営業日である平成 24 年 11 月 9 日の東京証券取引所第二部市場における当社普通株式の終

値の 34 円を基準として、行使価額を 34 円といたしました。 

なお、当該直前営業日までの 1 ヶ月間の終値平均 33.83 円に対する乖離率は 0.50％、当該直前営業日までの３ヶ月間の終

値平均 34.94 円に対する乖離率は△2.69％、当該直前営業日までの６ヶ月間の終値平均 35.62 円に対する乖離率は△4.55％と

なっております。 

本新株予約権の行使価額の算定方法について、取締役会決議日の前日終値を参考値として採用いたしましたのは、平成 24

年 11 月 8 日付けの「第３四半期決算短信」発表後に形成されている株価が、直近の市場価格として、当社の株式価値をより適正

に反映していると判断したためであります。 

以上のことから、当社は、本新株予約権の発行価額及び行使価額については、適正かつ妥当な価額であり、有利発行には該

当しないものと判断いたしました。 

この判断に基づいて、当社取締役会では、このたび調達する資金を設備投資・開発資金に充当し、収益性の向上による早期

の業績回復及び財務体質の改善という今回の資金調達の目的、他の調達手段の選択肢を考慮するとともに、本新株予約権の発

行条件について十分に討議、検討を行い、出席取締役全員の賛成により本新株式及び本新株予約権の発行につき決議いたし

ました。 

なお、当社監査役３名全員（社外監査役２名）から、本新株式の発行価額、本新株予約権の発行価額は、それ自体で特に割当

予定先に有利な金額ではなく、有利発行には該当せず適法である旨の意見を得ております。 

当該意見の基礎となる判断要素として、本新株式の発行価額及び本新株予約権の行使価額の算定方法が市場慣行に従った

一般的な方法であること、本新株予約権の発行価額の算定にあたり、第三者評価機関である東京フィナンシャル・アドバイザー

ズ株式会社に算定を依頼していること、また、総数引受契約に定められた諸条件（行使価額、当社株式の市場売買高及び株価、

権利行使期間、株価変動性、金利、取得条項、リスクフリーレート、配当率等）を算出の前提条件として、その基礎にしていること、

当該各前提条件を反映した新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用

いて公正価値を算定していることから、第三者評価機関による評価額は適正かつ妥当な価額と思われ、その評価額を踏まえて、

発行価額を決定していることより有利発行ではないという判断の意見であります。 
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（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

今回の本新株式発行による株式数 1,611,000 株及び本新株予約権の目的である株式の総数 12,790,000 株を合わせた

14,401,000 株に係る議決権数は 14,401 個となり、当社の総議決権数 57,134 個（平成 24 年６月 30 日現在）に占める割合が

25.21 ％となることから、相応の株式価値の希薄化につながることになります。 

しかしながら、当社の将来の発展を目的とする、設備投資・開発費等の資金に充当することにより業績回復が図れることなどか

ら、今回の資金調達については、開発の規模及び新事業の性質を考慮すると、上記規模の資金が必要であり、中長期的な視点

から今後の安定的かつ発展的な会社運営を行っていくために必要な資金調達であり、発行数量及び株式価値の希薄化の規模

はかかる目的達成のうえで、合理的であると判断いたしました。 
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６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要（平成24 年11 月12 日現在） 

 

 ① 名 称 株式会社アクトオオスギ 

 ② 所 在 地 東京都江戸川区東葛西6 丁目6 番3 号 

 ③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役  中田 修一 

 ④ 事 業 内 容 不動産賃貸・売買・管理運営、レストラン経営、その他 

 ⑤ 資 本 金 10 百万円 

 ⑥ 設 立 年 月 日 平成19 年3 月23 日 

 ⑦ 発 行 済 株 式 数 20 株 

 ⑧ 決 算 期 10 月 

 ⑨ 従 業 員 数 70 名 

 ⑩ 主 要 取 引 先 (株)日立ビルシステム、東芝エレベーター(株)、セコム(株)、セントラル警備保障(株)、他

 ⑪ 主 要 取 引 銀 行 三井住友銀行、三菱ＵＦＪ銀行、千葉銀行 

 ⑫ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 中田修一 100％ 

 ⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はあ

りません。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

 取 引 関 係 取引関係はありません。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係者及び関係

会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成21 年10 月期 平成22 年10 月期 平成23 年10 月期 

 連 結 純 資 産 104 24 43

 連 結 総 資 産 1,689 1,585 1,586

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 ( 円 ) 5,246 1,227 2,155

 連 結 売 上 高 512 463 432

 連 結 営 業 利 益 77 △84 11

 連 結 経 常 利 益 78 △80 22

 連 結 当 期 純 利 益 78 △80 22

 １ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 ( 円 ) 3,944,000 - 1,102,000

 １  株  当  た  り  配 当 金 ( 円 ) - - -

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
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① 氏 名 北川 博文 

② 住 所 東京都豊島区 

③ 職 業 議員秘書 

出資関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

設備の賃貸関係 該当事項はありません。 
④ 

上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

役員の兼務関係 該当事項はありません。 

 

① 氏 名 山田 芳剛 

② 住 所 東京都渋谷区 

③ 職 業 株式会社サークルシステム 代表取締役 

出資関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

設備の賃貸関係 該当事項はありません。 
④ 

上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

役員の兼務関係 該当事項はありません。 

 

① 氏 名 松岡 純孝 

② 住 所 東京都渋谷区 

③ 職 業 投資家 

出資関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

設備の賃貸関係 該当事項はありません。 
④ 

上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

役員の兼務関係 該当事項はありません。 

 

① 氏 名 太原 正裕 

② 住 所 東京都板橋区 

③ 職 業 有限会社サンズ 代表取締役 

出資関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

設備の賃貸関係 該当事項はありません。 
④ 

上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

役員の兼務関係 該当事項はありません。 

 

なお、各割当予定先につきましては、ヒアリングにより確認を行うとともに、調査会社の株式会社ＪＰリサーチ＆コンサルティン

グ（東京都港区）に依頼して調査を行い、割当先、役員、および主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは一切関係がな

いことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。 
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 ① 名 称 Oak キャピタル株式会社 

 ② 所 在 地 東京都港区赤坂八丁目10 番24 号 

 ③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役会長兼ＣＥＯ 竹井 博康 

 ④ 事 業 内 容 投資事業 

 ⑤ 資 本 金 3,145 百万円 

 ⑥ 設 立 年 月 日 大正７年２月22 日 

 ⑦ 発 行 済 株 式 数 22,342,247 株 

 ⑧ 決 算 期 ３月 

 ⑨ 従 業 員 数 （連結）41 名（平成24 年3 月31 日現在） 

 ⑩ 主 要 取 引 先 一般法人 

 ⑪ 主 要 取 引 銀 行 三井住友銀行、みずほコーポレート銀行 

 ⑫ 

大 株 主 及 び 持 株 比 率 

エスアイエツクス エスアイエス エルテイーデイー（常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行決済事業部）5.7%、山崎光博3.3%、竹井博康3.2%、エルエムアイ株式会社3.2%

（平成24 年3 月31 日現在） 

 ⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

 

 

資 本 関 係 
Oak キャピタル株式会社は、平成24 年6 月30 日現在、当社株式12 万株を所有され

ています。（持株比率0.21％） 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当社の関係者

及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はあ

りません。 

 

 

 

取 引 関 係 
平成22 年当時、当社と当該会社との間には、アドバイザリー業務を当社が発注し、当

該会社が受注した受発注関係がありました。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係者及び関

係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成22 年３月期 平成23 年３月期 平成24 年３月期 

 連 結 純 資 産 2,511 2,637 1,891

 連 結 総 資 産 3,936 3,179 2,439

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 ( 円 ) 11.56 118.34 84.04

 連 結 売 上 高 2,864 4,351 926

 連 結 営 業 利 益 553 39 △645

 連 結 経 常 利 益 579 8 △656

 連 結 当 期 純 利 益 100 115 △659

 １ 株当た り 連結当期純利益( 円) 0.47 5.2 △29.8

 １  株  当  た  り  配 当 金 ( 円 ) － － －

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ Oak キャピタル株式会社は、東証２部に上場しており、同社が株式会社東京証券取引所に提出している「コーポレートガバナ

ンス報告書」の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」欄に記載している「（７）当社は、「Oak キャピ

タル・コンプライアンス行動規準」に基づき、警察、顧問弁護士等との連携により、市民生活の秩序または安全に脅威を与える

反社会的勢力および団体とは断固として対決し、一切の関係を遮断する。」との誓約を確認し、更には、調査会社の株式会社 

ＪＰリサーチ＆コンサルティングに依頼して調査を行い、役員又は主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは一切関係が

ないことを確認しております。 
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（２）割当先を選定した理由 

割当予定先の選定にあたっては、当社の置かれている現状や、経営の課題、基本方針に基づく今後の展望（特にデジタ

ルコンテンツ事業への新たな展開の必要性等）について十分ご理解いただき、当社の企業価値向上に真摯に取り組んでくだ

さる投資家を選定の基準として、複数の有力先と接触を重ねました。そのなかで、当社のフィナンシャルアドバイザーである

優成コンサルティング株式会社（以下、「優成コンサル」といいます。）からの斡旋による法人１社及び個人投資家 3 名(株式会

社アクトオオスギ、北川博文氏、山田芳剛氏、及び松岡純孝氏)が割当予定先の候補にあがり、当社は、 終的な面談ならび

に資産の調査、反社調査などを行ったうえ、上記候補先を本新株式の割当予定先に決定いたしました。 

株式会社アクトオオスギは、不動産業を主業とし、現在従業員約 70 人、連結売上高 4 億円以上の法人であり、現社長は、

ご尊父から引継いで事業を行っておられます。ヒアリングを通じ、現社長が先代から引継いだ事業を堅実に経営されてきたこ

と、当社の新規事業等による将来性に大変期待していただいていることを確認できたこと、また、決算書をご提出頂き、同社が

決算内容においても十分な剰余金を有し、現預金も手厚いことを確認できたことから、割当予定先に選定いたしました。なお、

貸しビルの店子の一部にクラブ・スナックなどの飲食店があるものの、3 ヶ月毎の警察開催反社関係講習会に毎回参加してい

ること、契約前には銀行に信用照会を行っていることなどを伺い、また、各店子と賃貸契約時に締結している「反社会勢力で

はないことに関する表明・確約書」において、万一契約に反していることが判明した場合に賃貸契約を解除できる条項がある

ことなどを確認させて頂いています。 

北川博文氏は、20 年以上議員秘書を務められ、政策立案のための調査や支持者との連絡・調整を担当されておられます。

投資経験も 15 年以上あるとの紹介を優成コンサルから受けています。弊社社長の中島は当該議員と学生時代からの知己で、

その関係から北川氏についても親交がありました。同氏からは、中島が議員会館の議員事務所内で面談し、その際、当社の

経営方針やＩＴ関連の新規事業にアドバイスを頂くなど、同氏が、経験を生かした幅広い見識と人脈をもたれていること、安定

した収入を得て資金的にも問題ないことを確認し、割当予定先に選定いたしました。 

山田芳剛氏は、株式会社サークルシステムの代表取締役を務めておられます。同社はシステム開発やウェブデザインを

手掛けている会社です。システムエンジニアである同氏が過去に独立して同社を設立し、現在従業員はＳＥの派遣社員を含

めて 40 名程度です。ヒアリングを通じ、同氏の堅実な人柄とＩＴに関する知識を確認し、当社のＩＴ関係の新規事業に対し将来

的な協業を期待して、割当予定先に選定いたしました。 

松岡純孝氏は、長年保険会社に勤務され、現在は引退して、不動産売買等で培った豊富な資産を生かして投資活動をさ

れておられます。当社は、同氏の落ち着いた人柄と十分な資金を確認し、投資に関する豊富な知識から、財務について適切

なアドバイスをいただけることを期待して、割当予定先に選定いたしました。 

Oak キャピタル株式会社を選定した理由は、当社が一昨年から昨年にかけて実施した第三者割当増資（100 百万円払込）、

第 1 回新株予約権、及び第 2 回新株予約権の引受先であり、第 2 回新株予約権は残念ながら当社株価の低迷から行使があ

りませんでしたが、第 1 回新株予約権につきましては、当社の株価が新株予約権の行使価格を上回った際には確実に行使

を実行し、当社に対する資金供給を行ってきた実績があるためであります。また、Oak キャピタル株式会社は、東証 2 部に上

場する独立系の投資会社として、中立的な立場での投資決定を旨とし、幅広いネットワークを持っています。同社は、投資先

の成長支援投資の一環として企業向け「事業プロジェクト」を企画立案し、株式会社日立システムズなどの大企業や株式会社

アイフリーク、株式会社ソフトフロント、東京リスマチック株式会社などの上場企業に対して、スマートフォン関連のデジタルコ

ンテンツ事業への参入支援を行った実績を擁しています。加えて、当社の電子文具事業参入をサポートした経緯もあり、当社

の推し進めるデジタルコンテンツ事業における 適なパートナーとして本件の割当先として選定致しました。なお、第 1 回新

株予約権の未行使分及び第 2 回新株予約権につきまして、今回の第三者割当増資に係る払込が滞りなく終了した後、同社

から発行価額で買い戻しを実施することとしておりますが、同社以外の割当先を選定した場合、この買い戻しは実施できず、

潜在株式が膨大になってしまうという事情もあります。Oak キャピタル株式会社とは、これまでもいくつかのデジタルコンテン

ツ事業において協力関係にありましたが、今後も同分野において協業を推し進める計画であります。 

個人投資家の太原正裕氏は、有限会社サンズの代表取締役であり、本年 8 月まで城西大学経済学部の教授を務めておら

れました。また、TL ホールディングスの社外監査役として名を連ねてもおられます。同氏はベンチャーキャピタルの専門家

であり、大学では「ベンチャー学」の講座をもたれていました。同氏には、今回、いくつかのベンチャー企業とその新事業につ

いて協業のご提案を頂きましたが、経済学者としてのご見識と人脈を生かし、新商品開発並びに新規事業の推進に力添え頂

けることを期待して、今回の割当予定先として選定しました。 
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（３）割当先の保有方針 

本新株式の割当予定先である株式会社アクトオオスギ、北川博文氏、山田芳剛氏，松岡純孝氏、本新株予約権の割当予定

先であるＯａｋキャピタル株式会社、太原正裕氏からは、当社株式の保有方針は純投資であり、当社の経営に介入する意思や

支配株主となる意思がないこと及び可能な限り市場動向に配慮しながら取得した当社株式の売却をしていく旨の表明を受けて

おります。なお、当社は本新株式の割当予定先から、本新株式の払込期日（平成24 年1１月29 日）より２年間において当該株

式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理

由、譲渡の方法等を当社に書面にて報告すること、当社が当該報告内容等を証券取引所に報告すること並びに当該報告内容

が公衆縦覧に供されることにつき、確約書締結の予定であり、内諾を得ております。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

払込みに要する資金の確認は、本新株式の割当予定先につきまして、株式会社アクトオオスギからは、決算書ならびに預

金通帳の写しをご提出いただき、十分な資金を有しておられることを確認いたしました。北川博文氏につきましては、預金通

帳の写しで資金を確認しております。山田芳剛氏につきましても、預金通帳の写し及び昨年度の確定申告書をご提出いただ

き、十分な資金を有しておられることを確認しております。松岡純孝氏につきましても、預金通帳の写しをご提出頂き、十分な

資金をもたれていることの確認をしております。 

また、本新株予約権の割当予定先である Oak キャピタル株式会社からは、新株予約権の払込ならびに本新株予約権の行

使に係る資金の確保について、現金及び預金、並びに機動的に現金化できる投資有価証券などの流動資産として保有して

おり、新株予約権の行使は、状況に応じて段階的に実行していきますとの確約をいただいております。本新株予約権の発行

に係る払込み及び本新株予約権の権利行使のために必要となる資金の確保について、同社から「セーラー万年筆株式会社

が平成 24 年 11 月に実施を予定している第三者割当による新株予約権発行に関し、払込みに要する金額及び新株予約権行

使請求の段階的な実施に要する金額に相当する資産を有しています。」とする確認書を受領しております。また、同社が提出

した平成25 年3 月期第２四半期報告書により、本新株予約権の発行価額の払込み及び本新株予約権の行使請求に足りる現

預金その他流動資産を有していることを確認しております。同じく本新株予約権の割当予定先である太原正裕氏からは、新株

予約権の払込ならびに本新株予約権の行使に係る資金の確保につきまして、当該資金を所有していることを証明できる預金

通帳の写しを受領し、確認させていただいております。 

 

（５）株券貸借に関する契約等 

割当予定先の各氏から、本新株式および本新株予約権の行使により取得する当社普通株式について、いかなる者とも株

券貸借に関する契約を締結しておらず、また、その予定もない旨の表明を受けております。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成24 年６月30 日現在） 募 集 後 

Daiwa Singapore ltd. Nominee Ko Hong Myong 

（大和証券株式会社） 
5.22％

Oak キャピタル株式会社 
16.02％ 

セーラー万年筆取引先持株会 
3.04％

Daiwa Singapore ltd. Nominee Ko Hong Myong 

（大和証券株式会社） 
4.21％

株式会社りそな銀行 2.38％ セーラー万年筆取引先持株会 2.45％ 

早川秀樹 1.81％ 太原正裕 2.03％

Credit Suisse AG Zurich 

（株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 
1.56％

株式会社りそな銀行 
1.92％ 

三共生興株式会社 1.04％ 早川秀樹 1.47％ 

石亀啓道 
1.04％

Credit Suisse AG Zurich 

（株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 
1.26％ 

セーラー万年筆従業員持株会 1.00％ 北川博文 0.90％

篠田耕作 0.92％ 三共生興株式会社 0.84％ 

三井住友海上火災保険株式会社 0.82％ 石亀啓道 0.84％

（注） １．平成 24 年６月 30 日現在の株主名簿を基準として、本新株式の発行並びに本新株予約権の権利行使を勘案して記載を
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しております。第 1 回及び第 2 回新株予約権による潜在株式は、発行から 6 ヶ月以上経過しているため、考慮しておりま

せん。 

２．株式会社アクトオオスギ、山田芳剛氏、松岡純孝氏の募集後の持株比率は、それぞれ 0.45％となります。 

３．Oak キャピタル株式会社は、現在当社株式を 12 万株所有しており、この表は、それを含んでいます。株式会社アクトオオ

スギ、山田芳剛氏、松岡純孝氏、北川博文氏、及び太原正裕氏は、現在当社株式の保有はありません。 

各割当先につきましては、当社株式の保有方針は純投資であり、当社の経営に介入する意思や支配株主となる意思がな

いことの表明を受けております。したがって、今後において、当社の経営体制に変更が生じる可能性は極めて低いものと

判断しております。 

 

８．今後の見通し 

当社グループは、過年度の連続した損失計上に引き続き、前事業年度においても、5億8千8百万円の営業損失および7億4千

万円の純損失を計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスとなりました。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義が生じさ

せるような状況が存在しております。当社は当該状況を解消・改善すべく、昨年末より構造改革プロジェクトを立ち上げ、徐々に

効果が出始めています。 

本新株式及び本新株予約権発行による平成24年12月期の決算業績に与える影響につきましては、事業実施の効果が、来年

度以降になる見通しであるため、軽微であります。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本新株式及び本新株予約権の発行による資金調達は、希薄化率が25.21％となり25％以上になることから、株式会社東京証

券取引所の定める有価証券上場規定第432条第２号に規定される経営者から一定程度の独立した者による当該割当の必要性

及び相当性に関する客観的な意見の入手を要することになります。 

そこで、社外取締役１名及び社外監査役２名に対して調達の必要性及び相当性について客観的な意見を求めるため、今

回の資金調達の内容及び資金調達を行う理由について可能な限り詳細な説明を行いました。 

その結果、平成 24 年 11 月 12 日付で社外取締役１名（米本 光男）及び社外監査役２名（元木 祐司、西村武）から当社の

取締役会に対して、①当社の置かれた現状に照らして、新商品開発、新規事業を行うための資金調達を目的及び理由とする

本新株式及び本新株予約権の発行は、格別不合理なものではないと認められること、②本新株式及び本新株予約権の発行

により調達する資金の使途及び支出予定時期に特段の問題がないとこと、③資金調達の方法に関して、借入、公募増資、株

主割当等、他の調達方法を比較検討した上で、本新株式及び本新株予約権の発行を選択した判断に特に不合理な点は認

められないこと、④本新株式の発行価額については、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠し

ており、有利発行には該当しないと考えられること、⑤本新株予約権の発行価額は、第三者機関が算出した結果に基づいて

決定しており、行使価額を含む発行条件及び算定条件について不合理な点はないと認められること、⑥発行数量及び株式

の希薄化に関し、開発の規模及び新事業の性質を考慮すると、当該開発及び事業推進により、業績回復、更には自己資本の

充実及び財務健全性の強化による安定的な事業運営、資金調達の柔軟性向上及び安定的な金融機関との取引継続の実現

に寄与することが期待されるため、著しく不合理な水準ではないと認められること、①～⑥を総合的に勘案した結果、本新株

式及び本新株予約権の発行に関して、資金調達の必要性、調達方法及び発行条件の相当性は認められると判断する。」旨

の意見書を受領しております。 
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10． 近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 近３年間の業績（連結） 

（単位：百万円） 

決 算 期 平成21 年12 月期 平成22 年12 月期 平成23 年12 月期 

売 上 高 6,606 6,613 6,604

営 業 利 益 △ 421 △ 259 △ 589

経 常 利 益 △ 456 △ 385 △ 697

当 期 純 利 益 △ 553 △ 1,067 △ 749

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） △ 12.39 △ 21.84 △ 13.30

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 0.00 0.00 0.00

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 38.12 17.67 7.13

（注）△は損失を示しております。 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況 

種 類 株  式  数 発 行 済 株 式 数 に 対 す る 比 率

発 行 済 株 式 数 57,656,587 株 100.00％

現 時 点 の 行 使 価 額 に お け る 

潜 在 株 式 数 
11,340,000 株 19.67％

下限値の転換価額（行使価額）におけ

る 潜 在 株 式 数 
－ － 

上限値の転換価額（行使価額）におけ

る 潜 在 株 式 数 
－ － 

 

 

 

（３） 近の株価の状況 

① 近３年間の株価の状況 

 平成21 年12 月期 平成22 年12 月期 平成23 年12 月期 

始 値 46 円 57 円 52 円 

高 値 91 円 102 円 63 円 

安 値 28 円 38 円 29 円 

終 値 57 円 52 円 34 円 

 

② 近６ヶ月間の状況 

 平成24 年5 月 平成24 年6 月 平成24 年7 月 平成24 年8 月 平成24 年9 月 平成24 年10 月

始 値 41 円 34 円 37 円 37 円 35 円 36 円

高 値 41 円 40 円 41 円 43 円 38 円 36 円

安 値 32 円 32 円 34 円 35 円 33 円 33 円

終 値 34 円 37 円 37 円 35 円 3６円 33 円

 

③ 発行決議日の前営業日における株価 

 平成24 年11 月9 日現在 

始 値 34 円 

高 値 35 円 

安 値 33 円 

終 値 34 円 
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（４） 近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

①第三者割当による新株式の発行 

発行期日  平成21 年12 月25 日 

調達資金の額 190,000,000 円（差引手取概算額 184,000,000 円） 

発行価額 1 株につき 50 円 

募集時点における発行済株式総

数 
 44,710,587 株 

当該募集による発行株式数  3,800,000 株 

募集後における発行済株式数  48,510,587 株 

割当先 

 三共生興株式会社 

 極東貿易株式会社 

 梶原機械株式会社 

 宮野商工株式会社 

 早川秀樹 

 石亀啓道 

 篠田耕作 

 篠田ユキ 

 湯山治彦 

発行時における当初の資金使途 

（ロボット機器部門） 

ＲＺ－Σ型 標準取出機マイナーチェンジ費用    20百万円 

 注射針自動インサートシステムの開発費用      30百万円 

 食品メーカー工場の自動化ストックシステム開発費用 30百万円 

（文具部門） 

 新製品金型の作成費用               44百万円 

 Ｘメニュー後継新システム構築費用         60百万円 

発行時における支出予定時期 

（ロボット機器部門） 

①ＲＺ－Σ型 標準取出機マイナーチェンジ費用 平成22 年７月 

 ②注射針 自動インサートシステムの開発費用 平成22 年７月 

 ③食品メーカー工場の自動化ストックシステム開発費用 平成22 年度中 

（文具部門） 

 ④新製品金型の作成費用 平成22 年度中 

 ⑤Ｘメニュー後継新システム構築費用平成22 年度中 

現時点における充当状況 各用途につきまして、全額充当済であります。 

（注）本第三者割当増資は、当初 5,600,000 株を発行する予定でしたが、一部の払込みが行われず失権したため 3,800,000 株の発行

となりました。 
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② 第三者割当による新株式の発行  

発行期日  平成22年11月25日  

調達資金の額  100,018,000円（差引手取概算額 99,418,000円）  

発行価額  １株につき43円  

募集時点における発行済株式総数  48,510,587株  

当該募集による発行株式数  2,326,000株  

募集後における発行済株式数  50,836,587株  

割当先  Ｏａｋキャピタル株式会社  

発行時における当初の資金使途  新コンテンツの開発費及び仕入 30百万円  

新商品の開発費及び仕入 20百万円  

工場修繕費 49百万円  

発行時における支出予定時期  新コンテンツの開発費及び仕入 平成22年11月～平成23年１月  

新商品の開発費及び仕入 平成22年11月～平成23年１月  

工場修繕費 平成22年11月～平成23年１月  

現時点における充当状況  各用途につきまして、全額充当済であります。 

 

③ 第三者割当による第１回新株予約権の発行  

発行期日  平成22年11月25日  

調達資金の額  405,711,160円（差引手取概算額 391,311,160円）  

行使価額  １株当たり42円  

募集時点における発行済株式総数  48,510,587株  

募集時点における潜在株式数 なし 

割当先  Ｏａｋキャピタル株式会社  

現時点における行使状況  6,820,000株 （行使金額286,440,000円） 

現時点における潜在株式数 2,710,000株 

発行時における当初の資金使途  ロボット機器事業の新アイテム開発費 100百万円  

ガラスディスクの販売拡大費用 100百万円  

天応工場の生産性向上のための設備投資 100百万円  

音声ペン・どこでもシート・アドシートの新コンテンツ仕入 91百万円  

発行時における支出予定時期  ロボット機器事業の新アイテム開発費 平成22年11月～平成25年10月  

ガラスディスクの販売拡大費用 平成22年11月～平成25年10月  

天応工場の生産性向上のための設備投資 平成22年11月～平成25年 10月  

音声ペン・どこでもシート・アドシートの新コンテンツ仕入 平成22年 11月～平

成25年10月  

現時点における充当状況  ロボット機器事業の新アイテム開発費 63百万円  

ガラスディスクの販売拡大費用 52百万円  

天応工場の生産性向上のための設備投資 61百万円  

音声ペン・どこでもシート・アドシートの新コンテンツ仕入 95百万円 

社員研修・教育費 16百万円 

※社員研修・教育費につきましては、計画外でしたが、今後の業績の向上に

不可欠と考え、実行いたしました。 
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④ 第三者割当による第２回新株予約権の発行  

発行期日  平成23年3月14日  

調達資金の額  508,376,040円（差引手取概算額 494,776,040円）  

行使価額  １株当たり58円  

募集時点における発行済株式総数  55,636,587 株  

募集時点における潜在株式数 4,730,000 株 

割当先  Ｏａｋキャピタル株式会社  

当該募集における潜在株式数 8,630,000 株 

現時点における行使状況  なし  

発行時における当初の資金使途  電子文具「タッチdeリモコン」、「おしゃべり写真サービス」の開発費及び仕入費  

250百万円 

インターネットビジネス業界向け電子教材機器、教材ソフト及びアプリケーションに係る

開発費 244百万円  

発行時における支出予定時期  電子文具「タッチdeリモコン」、「おしゃべり写真サービス」の開発費及び仕入費 

平成23年３月～平成24年3月 

インターネットビジネス業界向け電子教材機器、教材ソフト及びアプリケーションに係る

開発費  平成23年３月～平成24年3月 

現時点における充当状況  なし 

 

以 上 
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（別紙１） 

第三者割当による株式の発行要項 

 

 

１．発行新株式数 普通株式 1,611,000 株 

２．発行価額 １株につき金31 円 

３．発行価額の総額 49,941,000 円 

４．増加する資本金及び資本準備金の額 資本金 24,970,500 円 

増加する資本準備金の額は、会社計算規則第 14 条第１項の規定に従い算

出される資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とする。 

５．申込期日 平成24 年11 月 28 日 

６．払込期日 平成24 年11 月 29 日 

７．割当先及び株式数 

 

北川博文 氏        645,000 株 

株式会社アクトオオスギ 322,000 株 

山田芳剛 氏        322,000 株 

松岡純孝 氏        322,000 株 

８．その他 (1) 前記のほか、新株式の発行に関して必要な事項の決定については当

社代表取締役社長に一任する。 

(2) 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件と

する。 
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（別紙２） 

セーラー万年筆株式会社 

第3 回新株予約権発行要項 

 

１．新株予約権の名称 セーラー万年筆株式会社第3 回新株予約権（以下、「本新株予約権」という｡） 

２．本新株予約権の払込金額の総額 金3,863,859 円 

３．申込期間           平成24 年11 月 28 日 

４．割当日及び払込期日    平成24 年11 月29 日 

５．募集の方法         第三者割当の方法により、本新株予約権を、Oak キャピタル株式会社、太原正裕氏に割当て、 

募集新株予約権総数引受契約を締結する。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数又はその数の算定方法 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とする。 

(2) 本新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下、

当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、10,000 株（以下、「対象株式数」という。）とする。 

 本新株予約権の目的である株式の総数は 12,790,000 株とする。 

ただし、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行うときは、次の算式により対象株式数を調整する。 

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割又は併合の比率 

また、割当日以降に、当社が時価を下回る価額での新株の発行若しくは自己株式の処分（ただし、新株予約権の行使により

新株を発行又は自己株式を処分する場合を除く）、合併、会社分割又は株式無償割当てを行う場合等、対象株式数を変更

することが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。 

これらの調整後対象株式数は、当該調整事由に係る第 10 項による行使価額の調整に関し、同項に定める調整後行使価額

を適用する日以降これを適用する。 

(3) 上記(2)に基づき対象株式数の調整を行った場合において、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

７．本新株予約権の総数      1,279 個 

（内訳）Ｏａｋキャピタル株式会社  1,134 個 

    太原正裕             145 個 

８．各本新株予約権の払込金額 本新株予約権１個につき金3,021 円 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される財産の本新株予約権１

個当たりの価額は、対象株式数に、以下に定める行使価額を乗じた金額とし、計算の結果生じた１円未満の端数は四捨五入

するものとする。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産の価額（以下、「行

使価額」という。）は、34 円とする。ただし、第10 項の規定に従って調整されるものとする。 

10．行使価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は四捨五入するものとする。 

１ 
調整後行使価額＝調整前行使価額 × 

分割又は併合の比率 

調整後行使価額は、株式分割に係る基準日の翌日以降又は株式併合の効力が生じる日以降これを適用する。 

  

(2) 当社は、本項第(1)号の場合のほか、本項第(3)号に掲げる各事由により当社普通株式が交付される場合は、次に定める算式

（以下、「行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

交付普通 

株式数 
× 

１株当たりの 

払込金額 

 

既発行普通 

株式数 

 

＋
時 価 

調整後 

行使価額 
＝

調整前 

行使価額 
×

既発行普通株式数  ＋  交付普通株式数 

(3) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に定めるところによ

る。 

①本項第(5)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（ただし、当社の発行した取得請

求権付株式の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債そ
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の他の証券もしくは権利の請求又は行使による場合を除く。）、調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設

けられているときは、当該払込期間の 終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある場合は

その日の翌日以降これを適用する。 

②株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合、調整後の行使価額は、株式分割のための基準日の翌日以

降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日があるときはその翌日以降、当

社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く）

に当社普通株式の無償割当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、これを適用する。 

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第(5)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付す

る旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む）又は本項第(5)号②に定める時価を下回る価額をもって当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当の

場合を含む）、調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券又

は権利の全てがその発行時点の行使価額で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整

式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権又は新株予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発

生日）の翌日以降これを適用する。ただし、その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株

予約権付社債その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時

点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券又は権利の全てが当該対価の

確定時点の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するもの

とし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。 

④本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準

日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、

調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該取

引の承認があった日までに本新株予約権を行使した新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付株式

数を決定するものとする。 

（調整前行使価額 － 調整後行使価額）×
調整前行使価額により当該期間内に交付さ

れた当社普通株式数 
 

株式数＝ 
調整後行使価額 

ただし、行使により生ずる１株未満の端数は切り捨て、現金調整は行わない。 

(4) 本項第(1)号から第(3)号までの規定にかかわらず、行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額と

の差額が１円未満にとどまる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由

が発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの差額を差引

いた額を使用する。 

(5) ①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。 

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(3)号④の場合は基準日）に先立つ

45 取引日目に始まる 30 取引日の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（当日付けで終値

のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合は、調整後の行使価

額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式の数

を控除した数とする。また、本項第(1)号及び第(3)号②の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準

日における当社の有する当社普通株式に割当てられる当社普通株式数を含まないものとする｡ 

(6) 本項第(1)号及び第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調

整を行う。 

①当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする株式交換のために行使価額の調整

を必要とするとき。 

②その他行使価額の調整を必要とするとき。 

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に当たり使用すべき

時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(7) 本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前の行使

価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。ただ
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し、本項第(1)号に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日

以降すみやかにこれを行う。 

11．本新株予約権の行使期間 

平成24 年11 月30 日から平成27 年11 月29 日までとする。ただし、第13 項に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を

取得する場合、当社が取得する本新株予約権については、取得日の前日までとする。 

12．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

13．新株予約権の取得事由 

本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が20取引日連続して、当該取引日

に適用のある行使価額の180％を超えた場合において、当社取締役会が取得する日（以下、「取得日」という。）を定めた場合、

当社は、当該取得日の２週間前までに本新株予約権者に対する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予

約権を1個あたり発行価額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。なお、本新株予

約権の一部の取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法として当社取締役会が決定する方法により行うものとする。 

14．新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

15．新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。 

16．新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取り決め 

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。 

17．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17 条第１項の規

定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げ

た額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

18．新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、必要事項を記載してこれに記名捺印したう

え、第11 項に定める行使期間中に第20 項記載の行使請求受付場所に提出しなければならない。 

(2) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書を第20 項記載の行使請求受付場所に提出し、かつ、

本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第21 項に定める払込取扱場所の当社が指定する

口座に振り込むものとする。 

(3) 本新株予約権の行使の効力は、行使請求に要する書類が第20 項に定める行使請求受付場所に到着し、かつ当該本新株予

約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が第21 項に定める払込取扱場所の口座に入金された日に発生する。 

19．株券の不発行 

当社は、行使請求により発行する株式にかかる株券を発行しない。 

20．行使請求受付場所 

当社 管理部 

21．払込取扱場所 

株式会社りそな銀行 東京営業部 

22．新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される１株当たりの財産の価額について、本新株予約権及び本新株予約権

に係る総数引受契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによる算定結果を参

考に、本新株予約権１個の払込金額を第８項記載のとおり 3,021 円とした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される１

株当たりの財産の価額は第９項記載のとおりとする。 

23．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転をする場合の本新株予

約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下、総称して「組

織再編成行為」という。）をする場合、当該組織再編成行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権（以下、「残存

新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に対し、会社法第 236 条第１項第８号のイないしホに掲げる株式会社（以下、

総称して「再編成対象会社」という。）の新株予約権を、次の条件にて交付するものとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅するものとする。ただし、次の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画が、当社株主総会において承認された場合

に限るものとする。 
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①交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付する。 

②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下、「承継後

株式数」という。）とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④新株予約権を行使することのできる期間 

第 11 項に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力が生ずる日のいずれか遅い

日から、第11 項に定める本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加資本金及び資本準備金に関する事項 

第17 項に準じて決定する。 

⑥各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

第９項に準じて決定する。 

⑦その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得事由及び条件 

第12 項ないし第14 項に準じて決定する。 

⑧新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てるものと

する。 

24.買取価格 

発行会社の都合により、発行会社が割当先より新株予約権を買い取る場合、当該買取価格は払込金額 と同額またはそれ以上

とする。 

25. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な措置を講じる。 

(2) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(3) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 


